
改正盛土規制法の概要

（出典：国交省HP 不法・危険盛土等への対処方策ガイドライン（要約版））
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資源有効利用促進法の改正概要

（出典：国交省HP）
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① 土砂の堆積に係る規制 ＜第16条関係＞
堆積の段階における堆積の許可制度（３０００㎡以上の堆積）

② 土砂の排出に係る規制 ＜第6条、第7条関係＞
排出の段階における排出内容についての事前届出制度（５００㎥以上の排出を行う元請負人及び土砂堆積者）

③ 汚染土砂の堆積に係る規制 ＜第15条、第26条関係＞
堆積の段階における汚染調査結果の届出制度、汚染土砂の堆積禁止

埼玉県土砂の排出、たい積等の規制に関する条例の一部改正（素案）について

１ 条例の目的

無秩序な土砂の堆積を防止し、もって県民の生活の安全の確保及び生活環境の保全に寄与することを目的とし、土砂の排

出・堆積・汚染に関する規制条例を制定した。（H14.10.15制定、H15.2.1施行）

２ 条例による規制内容

① 土砂の堆積規制に係る規定の削除
・ 盛土規制法の改正により土砂堆積等の工事に係る許可制度等（３０００㎡以上の盛土等）が新設されたことから、
重複することとなった土砂条例による許可制度等の土砂の堆積規制に係る規定を削除する。

② 土砂の排出規制に係る規定の削除
・ 資源有効利用促進法政省令の改正により建設工事事業者に対する計画作成義務制度が拡充された（５００㎥以上
の建設発生土を搬出する工事）ことから、土砂条例による排出届出制度等の土砂の排出規制に係る規定を削除する。

③ 汚染土砂の堆積規制に係る規定の存置
・ 土壌汚染対策法等の規制内容や近県の同様な汚染土砂規制の実施状況を踏まえて、汚染土砂の堆積禁止及び一
定規模の堆積地における汚染調査義務については、規定を存置する。

３ 条例改正（素案）の概要

令和6年

10月21日
～

令和6年

11月20日

県民コメント
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埼玉県土砂の排出、たい積等の規制に関する条例の一部改正（素案）について

４ 主な経過措置の概要

① 土砂の堆積規制に係る規定
・ 二重規制回避のため、土砂条例の手続中であっても改正時に工事着手していないものには経過措置を設けない。
・ 条例改正前に工事着手したものは、土砂条例に基づく基準遵守や措置命令の対象とするなどの経過措置を設ける。
・ 条例改正前に行われた無許可堆積などの不適切事案に対しては、措置命令や立入検査の対象とする経過措置を設ける。
・ 土砂搬入禁止区域に係る規制は、盛土規制法に基づく改善命令（あるいは監督処分）の発出によって、その必要性がな
くなるため、それらの処分が行われるまでの間は、搬入禁止規制を継続することが可能となるよう経過措置を設ける。

② 土砂の排出規制に係る規定
・ 資源有効利用促進法省令の改正施行前（R6.6.1以前）に請負契約を締結した建設工事（完了等の届出を行った者を除
く）については、同省令に基づく最終搬出先までの確認義務が適用されないため、排出届の経過措置を設ける。

③ 汚染土砂の堆積規制に係る規定
・ 引き続き規定を存置するため、経過措置は設けない。

④ 罰則規定
・ 改正条例施行日前にされた違反行為（上記経過措置により適用される違反行為を含む）に対して罰則を適用する経過
措置を設ける。
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埼玉県土採取条例の廃止について

条例の概要

昭和４０年代に入り、県内における宅地の造成、道路の建設等の活発化に伴い、盛土、埋め土に必要な土を採
取するために山地や丘陵地が切り崩されるようになったが、当時はこれらを直接規制する法制度は存在しな
かった。
そのため、盛土又は埋土の用に供する土の採取に伴う土砂の崩壊等を防止し、人の生命、身体及び財産の安

全を図ることを目的とし土の採取に関する規制条例を制定した。
具体的には、指定区域（２５市町村）において土の採取を行おうとする者に対し、採取計画を定めることを義務

付け、知事の認可制としたもの。

条例廃止の背景

現在では、山地を切り崩して造成に必要な土を採取する需要はほとんど無く、認可事案は過去２０年で３件
（平成２８年以降は採取実績なし）である。

また、宅地造成等規制法の一部を改正する法律（通称：盛土規制法）の施行によって、土採取条例よりも厳し
い規制が運用され、土採取条例の目的は担保されることとなったため廃止する。

※廃止条例施行の際に認可を受けて土の採取を行っている者に係る規制等については、経過措置を設けることとする。

※ 条例の廃止であるため県民コメントは実施していない
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土採取条例を廃止した場合の経過措置について

主な経過措置の内容

① 既に認可を受け土の採取を行っている者に係る経過措置
・ 条例廃止前に工事着手したものは、土採取条例に基づく基準遵守や措置命令の対象とするなどの経過措置を設ける。

② 廃止条例施行前に発出した措置命令等に係る経過措置
・ 条例廃止前に発出した措置命令等については、条例廃止後も命令が履行されるまでは報告徴収、立入検査の対象とする経
過措置を設ける（現時点において措置命令事案はない）。

③ 廃止条例施行前の違反行為に対する罰則に係る経過措置
・ 廃止条例施行日前にされた違反行為（上記経過措置により適用される違反行為を含む）に対して罰則を適用する経過措置
を設ける。
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